
1. はじめに
第23回では、「ボランティア活動」について

取り上げました。今後、多くの企業で多様な働
き方が推進されれば、ボランティア活動に参加
できる機会も増えると考えます。2022年10月に
は労働者協同組合法の施行が予定されています。
労働者協同組合を設立し、「協同労働」という
働き方を通じて、地域社会へ貢献する方も出て
くると考えます。そこで第24回は、「協同労働」
について取り上げます。

2. 労働者協同組合法が施行された背景
2020年12月に労働者協同組合法が成立し、

2022年10月の施行が予定されています。労働者
協同組合法の施行によって、「協同労働」の理
念を持つ団体のうち、同法の要件を満たす団体
は、労働者協同組合として法人格を得ることが
できるようになります。「協同労働」とは、働
く人が自ら出資し、運営に関わりつつ事業に従
事するという働き方です。協同労働に関わる人
たち（組合員）は、組合を組織し、組合の「出
資」「経営」「労働」の全てを担うことになりま

す。
1998年には、特定非営利活動促進法が衆議院

にて可決・成立しⅰ、特定非営利活動法人（NPO
法人）として法人格を取得することができるよ
うになりました。しかし、この段階において、
労働者協同組合は法制化の対象とはならず、「協
同労働」の理念を持って活動していた団体は、
NPO法人や企業組合といった既存の法人格を
利用し、または任意団体として活動せざるを得
ませんでした。NPO法人は出資ができない、
企業組合は営利法人である、任意団体は契約の
主体になれないなど、「協同労働」の実態に合
う法人格がない状況が続いていました〔図表１〕。

労働者協同組合法の施行によって、このよう
な課題が解消されることが期待されます。

3.「協同労働」という働き方が広まる意義
では、労働者協同組合法が施行され、「協同

労働」という働き方が広がることは、社会にと
ってどのような意義があるのでしょうか。労働
者協同組合法の目的（1条）ⅱを踏まえると、
三つの意義があると考えます。

一つ目に、地域課題の解決が挙げられます。
「協同労働」は、地域社会で必要とされる仕事

ⅰ　https://www.npo-homepage.go.jp/about/seidokaisei-keii/sokushinhou-koremade
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第24回 協同労働

2022年10月から労働者協同組合法が施行される予定です。労働者協同組合は民間の営利企業と違い、
非営利組織であることから、さまざまな地域課題の解決ができる労働者の新たな働き方としても注目
されているようです。日本労働者協同組合連合会のウェブサイトには、協同労働に関する活動事例や
セミナー情報などが掲載されています。新型コロナウイルスの影響による雇用情勢の変化もある中で、
少しでも多くの労働者が働きやすい環境づくりが大切だと考えます。（編集部・20歳代男性）
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を担い、地域課題を解決することを主たる目的
としているため、「協同労働」が広がることで、
地域課題の解決や地域の活性化につながる流れ
が期待されます。既に、介護や高齢者福祉セン
ターの運営、保育園・児童館の運営、若者・障
害者・生活困窮者の自立就労支援、居場所づく
りに関する事業などを「協同労働」の理念を持
って行っている団体が存在していますがⅲ、労
働者協同組合法が施行されることで、このよう
な活動を行う団体は増えると考えます。

二つ目に、多様な人材の活躍が挙げられます。
子育てや介護等の事情、障害、病気を持ってい
ることを理由に、活躍の場が十分に得られない
方もいます。「協同労働」では、働き方や担当
する仕事内容を含めて、組合員同士が話し合っ
て決められます。加えて、組合員同士の協力関
係が重視されているため、多様な働き方がしや
すくなるといえます。「協同労働」を実践する
ことで、多様な人材が活躍できる場が増えてい
けば、雇用機会の創出にもつながることが期待
できます。

三つ目に、主体的な働き方を実現できること
が挙げられます。「協同労働」では、組合の経
営方針や運営の仕方など、組合員が話し合って
決めていくことになります。単に雇われるだけ
ではなく、主体者として組合に関われるため、

やりがいを持って仕事をすることができるので
はないかと考えられます。

労働者協同組合法の施行をきっかけに、労働
者協同組合や「協同労働」という働き方が社会
に認知され、労働者協同組合への参加、あるい
は、労働者協同組合という組織の枠にとどまら
ず、「協同労働」という働き方の概念が広がっ
ていくことが期待されます。

4. 中高年男性の活躍の場に
2021年４月には、改正高年齢者雇用安定法が

施行され、70歳までの就業確保措置が努力義務
となり、企業によっては、正規雇用および管理
職の多くを占める中高年男性の活躍の在り方を
考えているところもあります。

日本総合研究所「東京圏で働く高学歴中高年
男性の意識と生活実態に関するアンケート調査
結果（報告）」によれば、副業・兼業に賛成し
ている中高年男性は、約８割（「非常に賛成し
ている」（23.9％）、「やや賛成している」（53.5
％））に上ることが明らかになっています。副
業に賛成する理由としては、「収入確保の手段
の多様化につながる」（48.1％）、「今まで培っ
てきた専門性を活かせる」（46.2％）という回

ⅱ�　「各人が生活との調和を保ちつつその意欲及び能力に応じて就労する機会が必ずしも十分に確保されていない現状等
を踏まえ、組合員が出資し、それぞれの意見を反映して組合の事業が行われ、及び組合員自らが事業に従事すること 
を基本原理とする組織に関し、設立、管理その他必要な事項を定めること等により、多様な就労の機会を創出するこ
とを促進するとともに、当該組織を通じて地域における多様な需要に応じた事業が行われることを促進し、もって持
続可能で活力ある地域社会の実現に資することを目的とする」
ⅲ　「協同ではたらくガイドブック―入門編―」一般社団法人協同総合研究所

〔図表１〕�労働者協同組合、企業組合、特定非営利活動法人の違い
労働者協同組合 企業組合 特定非営利活動法人

事業 労働者派遣事業を除く事業 制限なし 20分野の特定非営利活動
その他の事業

活動 非営利 営利 非営利
設立 準則主義 認可主義 認証主義

発起人数 ３人以上 ４人以上 １人以上
設立時の組合員（社員）数 ３人以上 ４人以上 10人以上
組合員（社員）資格 個人 個人・特定組合員（法人） 個人・法人

出資 〇 〇 ×
根拠法 労働者協同組合法 中小企業等協同組合法 特定非営利活動促進法

出所：�福田隆行・小島明子「人事担当者が知っておきたい労働者協同組合法」労務事情2021.10.15 No.1435 30頁
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答が多く、新たな収入確保や専門性の活用等を
理由に、副業・兼業にチャレンジしたい中高年
男性が多いことが分かります。

実際に副業・兼業を希望する日数・時間（給
与が削減されるという前提）としては、「関心
があり、週1日程度は副業・兼業を行いたい」

（24.7％）が最も多く、「関心があり、週2日程
度は副業・兼業を行いたい」（19.7％）、「関心
があり、週３日程度は副業・兼業を行いたい」

（6.0％）を合わせると、全体の約半数の中高年
男性が、業務時間および給与を削減してでも副
業・兼業を行いたいという希望を持っているこ
とが分かります。給与減額の許容割合としては、
最も多いのが「０％～10％未満」（38.8％）で、

「10％～20％未満」（25.1％）、「20％～30％未満」
（18.6％）と続いており、減額割合が多くなる
にしたがって、許容できる人の割合は少なくな
っています。しかし、多少の減額は許容してで
も、将来に向けて、副業・兼業にチャレンジし
たいという中高年男性がいることが分かります。

このことから、副業・兼業が解禁されれば、
社外でも活躍したいという意欲を持った中高年

男性が多く存在することが指摘できます。この
ような中高年男性の意識を前提とすれば、労働
者協同組合は、副業・兼業を行う先の新たな選
択肢になるとともに、中高年男性の社外での活
躍の場になると考えます。企業にとっては、自
社の従業員が労働者協同組合の活動を通じて間
接的に地域社会に貢献できれば、SDGs支援に
もつながるといえるのではないでしょうか。

5. 最後に
海外では、スペインのバスク州に本拠地を置

くモンドラゴン協同組合ⅳの歴史が長く、世界
各国で企業や工場を展開しています。そのビジ
ネス規模は、バスク州では１位、スペイン全体
では10位で、事業高は約1兆4900億円（2020年）
に上ります。労働者協同組合法の施行によって、

「協同労働」という働き方の広がりとともに、
さまざまな事業を行う労働者協同組合が出てく
ることが、国内においても期待されます。

ⅳ　https://www.mondragon-corporation.com/en/

こじま　あきこ　株式会社日本総合研究所　創発戦略センター　スペシャリスト。CFP®認定者、１級ファイナンシャ
ル・プランニング技能士。金融機関を経て、株式会社日本総合研究所に入社。環境・社会・ガバナンス（ESG）の観点か
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